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目次 
【コラム】 

「償却資産申告書」 

受理の⼯夫② 

【今月の質問】は、今月は休みと
させていただきました。 

 
主席研究員 笹目孝夫 

＜筆者 略歴＞ 

1979 年 横浜市入庁（主税
部財政局及び区役所にて固定
資産税部門の専任職・税務表彰
受理）2015 年 横浜市財政
局主税部税務課償却資産センタ
ー退職 

在職中より、全国自治体にて、固
定資産税（償却資産）研修講
師、全国版研修ビデオ「はじめの
一歩」「償却資産の基礎」ほか研
修教材作成等 

2020 年 月刊「税」連載「償却
資産の固定資産税実務の現場
から」（神⼾市ほか）著作「償却
資産の固定資産税申告 Q＆A」 

 総務省主催「償却資産の実地
調査研究委員会」委員歴任  
総合鑑定調査 主席研究員 

資産評価システム研究センター 

特任講師 ほか 

償却資産の実務 
株株会株 総合鑑定調査   令和４年２月号 
地方自治体の税務職員に、毎号、税務の学び方、実務、Ｑ＆Ａ、税制改

正のポイントなど、最新の情報をお伝えします。 

  

【コラム】 「償却資産申告書」受理の工夫② 
「償却資産申告書」受理時、そして、申告書をチェックしながら納税通

知書送付のための電算入力をするあいだには、いくつかのチェックポイ

ントがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方税法第３４８条の非課税該当資産には、用語の定義の確認、そし

て政令、省令まで、きちんと読み解いていかないと適用を誤るものが多

いが、その中で「無料低額診療事業及び無料低額介護老人保健施設利用

事業に係る固定資産税の非課税措置」では「無料又は低額診療患者の割

合」により、非課税の割合が異なってくる。非課税を適用するには、

「無料又は低額診療患者の割合」を、毎年、求めることになる。 

 

 
「社会福祉法第２条第３項に規定する生計困難者のために無料又は低額な料金で診療を

行う事業について」 

（平成 13 年７月 23 日付け社援発第 1276 号厚生労働省社会・援護局長通知及び平成 13 

年７月 23 日付け社援総発第５号厚生労働省社会・援護局総務課長通知） 

 

 

申告書の右上には、〇で囲

む欄がある。 

ここで「９ 増加償却の届出」

がある場合は、法人税施行令

60 条、所得税法施行令 133 条

の届出であり、償却資産も国税

同様（評価基準３章１節九－１）

に、適用が認められるが、その

適用期間が数年に渡るため、

課税標準額の算出を行わなけ

ればならない。それを初年度の

みの適用処理で翌年からの処

理を失念してしまう事例がある。 

同様に、「１０ 非課税資産該

当」には、毎年、計算を求めるも

のが存在している。 



株株会株 

総合鑑定調査 
東東東東 

〒164-0001 

東東東中東区中東 5-24-

18 クロス・スクエア
NAKANO405 

TEL:03-5942-4155 
 

 ＜お知らせ＞ 

 償却資産は、土地や家屋に比
べ特例が非常に多くあり、その改
正も頻繁に⾏なわれています。償
却資産としての課税が可能なもの
は想像以上に多く複雑であり、意
図的にではなく申告から漏れてし
まう償却資産も多数存在していま
す。 

弊株では、政令指定東市で償
却資産の専任職として多数の大
企業の調査⾏なってきた自治体
OB を中⼼として、さまざまな角度
から償却資産の適正課税のご東
援を開始しました。 

償却資産の評価を⾏うにあたって
の知識のレベルアップを目的とし、
償却資産に精通した講師を派遣
し、自治体様へ特別講座を⾏い
ます。講義内容・ご予算等、詳細
については、まずは、お気軽にご相
談下さい 

 
 

 

そのほかにも「固定資産税の課税事務に対する納税者の信頼確保につ

いて」（総税固第 51 号 平成 26 年 ９ 月 16 日）で、医療法人が行う社会

福祉事業等の非課税認定の誤りが多発していることについての通知文が

でている。（下記は具体事例） 

 
 

介護保険法及び社会福祉法の中には、類似する事業名（例：老人居宅

介護等事業と居宅介護支援事業）、類似する施設名（介護老人福祉施設

（特別養護老人ホーム）と介護老人保健施設）が多く存在しているの

で、その区別を整理して法令を読まないと、非課税等の誤りの判断に繋

がってしまうことになる。 
そして、非課税、課税標準額特例適用には「土地」「家屋」「償却資産」が全

部該当である場合、また「土地」とだけ定義されていることもある。法令を読む

ときは「誰が」「誰に」「何を」「どのくらい」を意識して読むことは必要にな

ってくる。 

 

（１）「所有者が、特定されていない物的非課税」の例 
 「宗教法人が専らその本来の用に供する宗教法人法第３条 に規定する境内建

物及び境内地（旧宗教法人令の規定による宗教法人のこれに相当する建物、工作

物及び土地を含む。）(法 348 条第２項第３号)」とされており、所有者（この場

合、宗教法人）の要件は付されていない。 なお、資産を借り受けた場合、法第

348 条第２項ただし書きの有料の有無が非課税に該当するか否かに関係してく

る。 

 

（2）「所有者が特定されている物的非課税」の例 
 「市町村は、非課税地方独立行政法人が所有する固定資産（当該固定資産を

所有する非課税地方独立行政法人以外の者が使用しているものその他の政令で定

めるものを除く。）及び公立大学法人が所有する固定資産（当該固定資産を所有

する公立大学法人以外の者が使用しているものを除く。）に対しては、固定資産

税を課することができない。（法 348 条第８項）」。この場合、所有者に「非課

税地方独立行政法人」が特定されている。 

 

（3）「所有者及び用途の両者が特定されている物的非課税」の例 

「健康保険組合等が所有し、かつ、経営する病院及び診療所において直接その

用に供する固定資産で政令で定めるもの（法 348 条第２項第 11 号の４、令第 50

条の３）」。この場合、所有者には「健康保険組合等」であること。そして、用

途としては、「経営する病院及び診療所において直接その用に供する固定資産」

が特定されている。 

 

「償却資産申告書」受理は賦課するためだけではなく、非課税、課税標

準額特例資産等の適用確認と正しい税額確定は、重要な作業になる。納

税通知書を発送して、手元に届いたあとでは、遅い。 

  

 



償却資産 担当実務者向けレポート 

無料解説動画のご案内 
 

これまでに約２００以上の⾃治体の償却資産実務の現場に研修等で関わってきた 

笹目孝夫 主席研究員（元横浜市財政局主税部 償却資産専任職）が執筆する 

「償却資産担当事務者向けレポート」について、本⼈によるレポートの解説動画が 

下記のとおり視聴することができます。 
 

        【解説動画の様⼦】                       これまでの解説内容 

                                                                      ［10 月号］ 

                               ・「申告の手引き」の可能性 ① 

［11 月号］ 

                               ・「申告の手引き」の可能性 ② 

［12 月号］ 

                               ・「申告の手引き」の可能性 ③ 

［1 月号］ 

                               ・「償却資産申告書」受理の工夫 ① 

 
 

 

 
 

動 画 視 聴 は こ ち ら か ら 
 

      「総合鑑定調査」のキーワードで検索       こちらのボタンをクリック 
 

 
 
 

 

 

                        パスワードは 「 sogoskt 」 を⼊⼒ください。 
 

 

［２月号］では 
前号に引き続き、 「償却資産申告書」受理の工
夫について解説をしております。 


